
  

 2017(平成29)年度第２四半期決算について

                                                                            平成29年10月30日
                                                                            北陸電力株式会社

　本日、「平成30年３月期　第２四半期決算短信」を東京証券取引所に提出しましたの

で、お知らせいたします。

【販売電力量】

　当第２四半期（４～９月）の 小売販売電力量は、135億10百万キロワット時となり、前

 年同期に比べ1.1％の増加となりました。

【連結業績の概要】

　 売上高（営業収益）は、燃料費調整額の増加や再エネ特措法賦課金・交付金の増加な

どから、 2,862億円（対前年同期：238億円増）となり、これに営業外収益を加えた経常

収益は2,874億円（同：234億円増）となりました。

　また、 経常利益は、豊水により水力発受電量が増加したものの、大型石炭火力２基の

稼働減に伴う燃料費の増加や高稼働・高経年設備の修繕費の増加などにより、25 億円

 （同：38億円減）となりました。

　これに法人税等を計上した結果、 親会社株主に帰属する四半期純利益は９億円（同：

 32億円減）となりました。

【平成29年度 連結業績予想】

　小売販売電力量につきましては、 通期では282億kWh程度(前年比100%程度)と、前回公

表値から２億kWh上方修正いたしました。

　連結売上高(営業収益)につきましては、小売販売電力量の増加などを踏まえ、前回公

表値から 50億円上方修正いたしました。

　利益予想につきましては、これまで未定としておりましたが、第２四半期までの実績

を踏まえるとともに、経営基盤強化委員会で検討した効率化を織込み想定いたしまし

た。 この結果、営業利益は90億円程度、経常利益は０億円程度、親会社株主に帰属する

 当期純損益は30億円程度の損失になるものと見込んでおります。

【中間配当および期末配当予想】

　中間配当につきましては、厳しい収支状況および財務状況を総合的に勘案し、 無配と

決定いたしました。

　また、期末配当の予想につきましては、当期の業績見通しや財務状況に加え、志賀原

子力発電所の再稼働時期の見通しが立っていないことなど、厳しい経営状況を総合的に

勘案し 無配としております。

以  上
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第２四半期決算の概要

2017年10月30日

� 小売販売電力量は、135.1億kWh (前年同期対比＋1.4億kWh)

業務用 ：夏季の気温が前年を下回ったことによる冷房需要の減少など。

産業用 ：機械の増加など。

販 売 電 力 量
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� 融通・他社販売は、 14.5億kWh (前年同期対比＋3.6億kWh)

（参考）月間平均気温（北陸３市）

（℃）

4月 5月 6月 7月 8月 9月

実 績 13.6     18.9     20.3     27.2     27.1     22.1     

前 年 差 Δ0.6    Δ0.4    Δ2.0    ＋1.0    Δ0.3    Δ1.6    

(注)北陸３市：富山市・金沢市・福井市

(億kWh,%)

2017/2Q 2016/2Q 増 減 対 比

累計 (A) 累計 (B) (A)-(B) (A)/(B)

34.8 34.6 0.2 100.7 

5.4 5.6 Δ0.1 97.4 

40.2 40.2 0.1 100.2 

24.7 25.6 Δ0.9 96.6 

70.1 67.9 2.2 103.3 

94.8 93.5 1.3 101.4 

135.1 133.7 1.4 101.1 

14.5 11.0 3.6 132.7 

149.6 144.6 5.0 103.5 

(注)小数第一位未満四捨五入
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決 算 概 要

� 連結売上高は、2,862億円 (前年同期対比＋238億円)

・燃料費調整額の増加や再エネ特措法賦課金・交付金の増加などによる。

� 連結経常利益は、25億円 (前年同期対比Δ38億円)

・豊水により水力発受電量が増加したものの、大型石炭火力２基の稼働減に

伴う燃料費の増加や高稼働・高経年設備に係る修繕費の増加などによる。

� 中間配当は、厳しい収支・財務状況を踏まえ、無配を決定。
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(億円,%)

2017/2Q 2016/2Q 増 減 対 比

累計 (A) 累計 (B) (A)-(B) (A)/(B)

売上高(営業収益) 2,862 2,624 238 109.1 

営 業 利 益 79 108 Δ 29 72.8 

経 常 利 益 25 64 Δ 38 40.1 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

四 半 期 純 利 益

9 41 Δ 32 23.5 

売上高(営業収益) 2,652 2,419 232 109.6 

営 業 利 益 41 72 Δ 31 56.4 

経 常 利 益 1 43 Δ 42 4.0 

四 半 期 純 利 益 3 39 Δ 35 8.3 

0円/株 25円/株 Δ25円/株 －　

(参考) 連結対象会社数：連結子会社14社、持分法適用関連会社1社 (注)億円未満切捨

個 別

連 結

中　間　配　当

連結経常利益の変動要因

(前年同期対比：Δ38億円[64→25])
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((((億円億円億円億円))))

64

程度Δ60

石炭稼働減

25

程度

その他

（人件費減他）

程度Δ40

水力発受電量増

修繕費増

2017/2Q

[実績]

2016/2Q

[実績]

程度



業 績 予 想
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�利益予想について、第２四半期までの実績を踏まえるとともに、経営基盤強化

委員会で検討した効率化を織込み想定。

�高稼働・高経年設備に係る修繕費の増加や、石炭火力発電所の

稼働減に伴う燃料費の増加などにより大幅に収支が悪化し、

個別経常利益については、２年連続で過去最大の赤字が避けられない状況。

(億kWh,億円)

2017年度見通し 増 減 2016年度実績 増 減

(A) (A)-(B) (C) (A)-(C)

282 程度 280 程度 2 281 1 

売上高(営業収益) 5,850 程度 5,800 程度 50 5,425 425 

営 業 利 益 90 未定 － 105 Δ 15 

経 常 利 益 0 未定 － 20 Δ 20 

親 会 社 株 主 に 帰属 す る

当 期 純 利 益

Δ 30 未定 － Δ 6 Δ 24 

売上高(営業収益) 5,400 程度 5,350 程度 50 4,976 424 

営 業 利 益 0 未定 － 25 Δ 25 

経 常 利 益 Δ 80 未定 － Δ 32 Δ 48 

当 期 純 利 益 Δ 60 未定 － Δ 18 Δ 42 

(注)億kWh未満四捨五入，億円未満切捨

前回予想(7/28)

(B)

販 売 電 力 量 （ 小 売 ）

連 結

個 別

期 末 配 当 予 想
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� 当期の業績見通しや財務状況に加え、志賀原子力発電所の再稼働時期の

見通しが立っていないことなど、厳しい経営状況を総合的に勘案し、

中間配当と同様に無配とさせていただく予定。

中　間　配　当 期　末　配　当 合　　　計

今 回 公 表 0円/株　(決定)  0円/株  (予想) 0円/株  (予想)

( 参 考 ) 前 回 予 想 0円/株  未定　 未定　

( 参 考 ) 前 年 実 績 25円/株  10円/株  35円/株  

年　間　配　当　金



発 受 電 電 力 量

� 水力は、豊水により増加。

� 火力は、大型石炭火力発電所の定期点検実施により減少。

� 融通・他社受電は、卸電力取引所などからの購入量が増加。
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   (億kWh,%)

2017/2Q 2016/2Q 増 減 対 比

累計 (A) 累計 (B) (A)-(B) (A)/(B)

[104.9] [86.4] [18.5]

39.9 31.8 8.1 125.3 

92.9 108.2 Δ15.3 85.9 

－ － － － 

0.0 0.0 0.0 102.9 

132.8 140.1 Δ7.2 94.8 

受 電 28.3 17.4 10.9 162.9 

送 電 Δ14.5 Δ11.0 Δ3.6 132.7 

146.5 146.4 0.1 100.0 

(注)小数第一位未満四捨五入

原  子  力

新  エ  ネ

自  社  計

合       計

[出  水  率]

水       力

火       力

　　　他　社　

　融　通　・

個別決算 収支概要
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(億円,%)

2017/2Q 2016/2Q 増 減 対 比

累計 (A) 累計 (B) (A)-(B) (A)/(B)

電 灯 ・ 電 力 料 2,244 2,080 164 107.9  燃料費調整額の増加、再エネ特措法賦課金の増加

( 再 エ ネ 特 措 法 賦 課 金 ) (299) (246) (53) (121.6)

地帯間･他 社販 売電 力料 182 154 28 118.2  卸販売収入の増加

そ の 他 収 入 249 212 36 117.3  再エネ特措法交付金の増加

( 再 エ ネ 特 措 法 交 付 金 ) (184) (150) (33) (122.4)

(売　上　高) (2,652) (2,419) (232) (109.6)

収　益　計 2,676 2,447 229 109.4 

人 件 費 252 263 Δ 11 95.8  退職給付費用の減少

燃 料 費 479 423 55 113.1  石油火力燃料費の増加

修 繕 費 348 309 39 112.6  火力修繕費の増加

減 価 償 却 費 293 309 Δ 15 94.8 

購 入 電 力 料 475 361 114 131.7  再エネの購入費の増加

支 払 利 息 49 53 Δ 4 92.2 

公 租 公 課 149 148 1 100.7 

そ の 他 費 用 626 534 92 117.2  再エネ特措法納付金の増加

( 再 エ ネ 特 措 法 納 付 金 ) (299) (246) (53) (121.6)

費　用　計 2,674 2,403 271 111.3 

営 業 利 益 41 72 Δ 31 56.4 

  経 常 利 益 1 43 Δ 42 4.0         

渇水準備金引当又は取崩し － Δ 9 9 － 

法 人 税 等 Δ 1 13 Δ 15 － 

  四 半 期 純 利 益 3 39 Δ 35 8.3         

(注)億円未満切捨

主な増減理由

経
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